


１．事業概要

平成23年に発生した東日本大震災では、緊急時に迅速な避難、物資輸送、医療・応急活動を円滑かつ確実に実施す

るための緊急輸送道路ネットワークの重要性が再認識され、特にこれらの道路については、豪雨や豪雪に対して強い

道路とする必要があります。

平常時・災害時を問わず、山形県内の主要な交通を担う県管理道路において、落石防止対策及び斜面崩落対策を実

施することで、災害による道路の寸断等による集落の孤立や広域迂回を防止し、緊急輸送道路及び孤立の危険性があ

る集落へのアクセス道路の安全・安心な交通の実現を図ります。

１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進

２．令和６年度実施内容

（１）落石の防止対策

道路脇斜面からの落石等による危険性がある箇所等について、緊急輸送道路や孤

立の危険性がある集落へのアクセス道路を中心に、落石防止対策を実施します。

（２）斜面の崩落対策

急峻で崩落等の危険性がある斜面について、緊急輸送道路や孤立の危険性がある

集落へのアクセス道路等を中心に、斜面崩落対策を実施します。

◆災害に強いみちづくり事業費◆災害に強いみちづくり事業費

◆事例紹介 ： 落石防止対策 斜面崩落対策

（１）落石防止対策 （主）藤島由良線（鶴岡市油戸地内） 擁壁工+落石防護柵工

（２）斜面崩落対策 （主）蔵王公園線（山形市蔵王温泉地内） 擁壁補修＋上法面の植生

落石状況 対策前 対策後

対策前 対策後
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１．事業概要

山形県は、県全域が豪雪地帯に指定され、このうちの76％が「特別豪雪地帯」に指定されています。

雪による交通障害は、経済活動や日常生活に多大な影響をもたらすことから、雪崩予防柵等や防雪柵、消雪施設等

を整備・保全することで、安全で安心な冬期交通の実現を図ります。

１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進

２．令和６年度実施内容

（１）冬期間も安心して通行できる道路の整備

緊急輸送道路や孤立の危険性がある集落へのアクセス道路

等を中心に、雪崩や地吹雪に対して雪崩予防柵等や防雪柵等

の整備・保全を行います。

（２）堆雪による交通障害の解消

冬期間における安全で快適な道路とするために、家屋連坦

箇所等における消雪施設の整備・保全を行います。

◆雪に強いみちづくり事業費◆雪に強いみちづくり事業費

修繕後

羽部の腐食

防雪柵修繕の例雪崩対策の例

無散水消雪（放熱菅）の例

修繕後破損状況

◆事例紹介 ： 雪崩対策、地吹雪対策

雪崩対策：（主）大江西川線【西村山郡西川町大井沢地内】

（整備前：雪崩発生状況） （整備後：雪崩予防柵設置完了）

地吹雪対策：（国）４５８号【最上郡鮭川村川口地内】

（整備前：地吹雪発生状況） （整備後：防雪柵設置完了）
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１．事業概要

山形の厳しい気候においても快適に長く暮らすことができる住宅の新築及びリフォームに対する支援を実施します。

２．令和６年度実施内容

（１）新築支援

一定量の県産木材を使用した高断熱・高気密住宅「やまがた省エネ健康住宅」の建設に対して補助金を交付。

◆良質住宅ストック形成推進事業費◆良質住宅ストック形成推進事業費

補助金額 募集戸数 要件

70万円（定額） 200戸
・やまがた省エネ健康住宅の認証を取得すること
・県産木材を一定量※以上使用すること など

やまがた省エネ健康住宅とは
最も寒い時期の就寝前に暖房を切っても翌朝室温が10度を下回らない高い断熱性能と、その断熱効果を高

める気密性能を有する住宅として県が認証。
冷暖房費を抑えることができ、健康への好影響やヒートショック防止にもつながります。

※住宅の延べ面積（㎡）×0.1㎥×50％

１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進

（２）リフォーム支援

支援対象工事を含む住宅リフォームに対して県と市町村が協調して、補助金を交付。

令和６年度は一般リフォーム①減災対策の補助率・補助上限額を拡充。

支援対象工事 補助率 補助上限額

一般リフォーム

① 減災対策 ８／１０ 全ての世帯：30万円（うち県費15万円）

② 寒さ対策・断熱化
③ バリアフリー化
④ 克雪化
⑤ 県産木材使用

１／３
移住・新婚・子育て世帯：30万円

（うち県費15万円）

２／１０
上記以外の世帯：24万円

（うち県費12万円）

耐震改修 １／２ 全ての世帯：80万円（うち県費20万円）

【減災対策の例】
防災ベッド

【寒さ対策・断熱化の例】
二重サッシの設置

【克雪化の例】
屋根に融雪設備を設置

※補助率、補助上限額は市町村により異なります。
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１．事業概要

酒田港では、海洋再生可能エネルギー（洋上風力）発電設備

等の導入促進を図るため、令和５年12月に港湾計画を一部変更

し、外港地区に岸壁や航路・泊地、ふ頭用地等を新たに計画し

ました。その計画に基づいた以下の事業を基地港湾の指定を受

け実施します。

○ 大浜西ふ頭の整備 ○ 波除堤の整備

○ 岸壁及び航路・泊地の整備[国直轄事業(負担金)]

○ 高砂埋立護岸の整備（関連事業）

１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進

２．令和６年度実施内容

・大浜西ふ頭の調査設計

・波除堤の調査設計

・高砂埋立護岸工事

◆酒田港整備事業費
◆国直轄港湾事業負担金
◆酒田港施設整備費【特別会計】（うち洋上風力発電関連）

◆酒田港整備事業費
◆国直轄港湾事業負担金
◆酒田港施設整備費【特別会計】（うち洋上風力発電関連）

電子地形図（国土地理院）を加工して作成

酒田市

112

７

位置図
事業箇所

（外港地区）

高砂埋立護岸
の整備(関連)

ふ頭用地

波除堤
の整備

大浜西
ふ頭
の整備

ﾌﾞﾚｰﾄﾞ ﾌﾞﾚｰﾄﾞ

ﾀﾜｰ

ﾅｾﾙ

洋上風力発電部材保管エリア

事前組立・資機材搬出入エリア

（大浜西ふ頭）

（岸壁）

岸壁とふ頭用地の利用イメージ

◆洋上風力発電関連整備（大浜西ふ頭、波除堤、高砂埋立護岸）のイメージ

洋上風力発電関連事業：
関連整備事業 ：

A A’

Ａ-Ａ’（高砂埋立護岸）

平面図

令和３年７月撮影

標準断面図

Ｂ-Ｂ’（波除堤）

大浜西ふ頭

波除堤

高砂埋立護岸

C C’

C-C’（大浜西ふ頭）
管理用
通路

越波対策

整地等
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１．事業概要

「ゼロカーボンやまがた2050」宣言に基づき、空港分野の温室効果ガスの排出削減に向けた取組みを実施します。

１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進

２．令和６年度実施内容

≪山形空港≫空港脱炭素化推進計画の策定

≪庄内空港≫空港脱炭素化推進計画策定に必要な温室効果ガス排出量の測定や電力需要のシミュレーション等を

行う基礎調査の実施

◆空港整備事業費 （うち山形空港脱炭素化推進計画策定、庄内空港脱炭素化基礎調査実施）◆空港整備事業費 （うち山形空港脱炭素化推進計画策定、庄内空港脱炭素化基礎調査実施）

２０３０年まで

２０５０年まで

温室効果ガス排出量５０％削減（2013年比）

温室効果ガス排出実質ゼロを目指す

省エネ対策・再エネ導入拡大

新技術の導入

国土交通省 航空脱炭素推進基本方針：2030年度までに46％以上(2013年比）削減

【空港での取組みの例】
・再生可能エネルギーの利用
・地上作業や点検で使用する車両のEV化
・消費電力の抑制（旅客ターミナルの照明、空調の省エネや航空灯火のLED化等） など

目標 手法

◆空港の脱炭素化のイメージ

出典：国土交通省航空局「空港脱炭素化のための計画策定ガイドライン」
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１．事業概要

【堆肥化】

本県の流域下水道の汚泥処理については、全て県内の民間処理業者

へ委託し、高い割合で有効利用を図っています。

令和４年度の実績は、処理量の92.5％が再生利用され、54.7％をコ

ンポスト化（堆肥化）しています。

【消化ガス発電】

山形浄化センターでは、下水汚泥を消化タンクで加温し、消化（メ

タン発酵）させることで、汚泥の減容化を行っています。その消化過

程で副次的に発生する消化ガスを発電に利用し、電力の自給化を図っ

ています。

◎令和4年度電力自給率 約34％

２．令和６年度実施内容

【堆肥化】

今後も、肥料需要の状況把握・流通経路の確保等について、農政部

局と連携し、山形県汚泥リサイクル協議会との意見交換等で民間処理

業者の動向を注視しながら最大限の有効利用に努めます。

【消化ガス発電】

引き続き効率的な運転に努め、低炭素・循環型社会の構築に向けて

貢献していきます。

◆流域下水道事業【公営企業会計】（うち汚泥再生利用関係）◆流域下水道事業【公営企業会計】（うち汚泥再生利用関係）

処理数量 （比率）
コンポスト 12,598 (54.7%)
燃料化 8,709 (37.8%)
計 21,307 (92.5%)

焼却後埋立 506 (2.2%)
埋立 1,231 (5.3%)
計 1,737 (7.5%)

23,045 (100.0%)合計

有効利用

最終処分

◎令和４年度 下水汚泥処理状況 単位:t

コンポスト

55%
燃料化

38%

焼却後埋

立

2%
埋立

5%

１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進１ 安全・安心で持続可能な暮らしを確保する県土強靭化の推進

◆事例紹介

汚泥堆肥 固形化燃料

消化ガス発電施設（山形浄化センター）

消化ガス発電 （300kW)

燃焼処分

下水汚泥
（濃縮）

消化ガス
（メタンガス）

発電した電気は
汚水処理に使用

民間事業者によって、堆肥や
汚泥燃料として有効利用

下水汚泥
（消化汚泥）

No.２No.1

消化タンク

汚泥の加温は、
発電で生じる排熱を利用

No.３

脱水
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